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はじめに

（１）災害図上演習とは
（２）防災とＢＣＰ
（３）危機管理の原則と避難
（４）ハザードマップについて
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図０－１ 災害図上演習の歴史
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図０－２ 災害図上演習の検討手順（概要）
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① 地図や図面を用いて被害想定を自分で考える

② 被害を出さないための予防対策を考える

③ 被害が出た時の対応（初動～復旧）を考える

・防災計画ができる
・人材育成ができる
・ＤＩＧを通じて相互理解と連帯感が生まれる

➡顔が見える関係（組織力の向上）

検討手順

成 果
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安全なコミュニティづくり
人材育成

図０－３ 地域防災の検討事例
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図０－４ 企業や施設等の防災の検討事例



図０－５ 企業や施設等の防災の検討手順

ＳＴＥＰ１ 被害想定

ＳＴＥＰ２ 対応方針

ＳＴＥＰ３ 予防対策

ＳＴＥＰ４ 対応計画（初動、復旧・事業継続）

ＳＴＥＰ５ 防災装備

ＳＴＥＰ６ 実効性向上（啓発・訓練・見直し）
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図０－６ ＳＴＥＰ４ 対応計画のイメージ

初
動
対
応
（
人
命
第
一
）

緊急対応（協定・社会的使命）

オフィス復旧

復旧

事業継続・再開

被
災
社
員
支
援 ロジスティクス（資機材、車両、宿泊、飲食料の調達）

後方支援・管理業務

● ● ●
初動 緊急対応 復旧・事業継続

災害時の対応のイメージ（製造業の事例）
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図０－７ 各ＳＴＥＰの検討内容 １／３

ＳＴＥＰ１ 被害想定

被害の大きさは災害の規模でかわります。
災害の規模や発生頻度を理解して、被害を想定してください。
❶災害の規模の設定（震度分布や津波高分布）
❷インフラの被害と復旧（ライフラインや交通など）
❸会社関連の被害（自社、顧客、協力会社など）
❹地域や社員・家族の被害
❺会社の敷地内の被害（危険物、敷地内のインフラ）
❻建物➡建物内部の被害

ＳＴＥＰ２ 対応方針

被害状況に応じた自社の対応方針を検討します
業種によって対応方針が異なります。
❶人命第一
❷社会的使命、地域優先
❸早期復旧
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図０－８ 各ＳＴＥＰの検討内容 ２／３

ＳＴＥＰ３ 予防対策

危機に陥らないことがベスト、先ずは予防対策です。
予防対策にはお金がかかりますので、計画的に進めます。
❶先ずは短期的計画
（転倒や移動防止、落下防止、ガラスの飛散防止など）

❷次に中長期的計画
（耐震補強、建て替え、移転）

ＳＴＥＰ４ 対応計画（初動、復旧、事業継続）

初動・緊急対応から事業継続対応や復旧対応まで、対応計画を
検討します。
❶対応手順
❷中枢（本部）組織
❸実行組織（要員、資機材、車両など）や後方支援組織
❹被災社員・家族の支援
❺資金計画
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図０－９ 各ＳＴＥＰの対応内容 ３／３

ＳＴＥＰ５ 防災装備

防災に必要な資機材、備品、飲食料、移動手段などは、目的に応
じて必要な量を備えます。
❶初動・緊急対応・帰宅に必要な備え
❷本部運営に必要な場所、備え
❸復旧対応に必要な備え

ＳＴＥＰ６ 実効性向上

防災力（予防や災害対応）は継続的に高めていく必要があります。
❶マニュアルの整備と更新
❷啓発（社員、協力会社）
❸訓練
❹毎年の見直し・改善

12



はじめに
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防災は大規模自然災害が対象
ＢＣＰは企業等を取り巻くあらゆるリスクが対象

防災

企業を取り巻くリスク

図０－１０ 防災とＢＣＰの比較

※ＢＣＰ＝事業継続計画



企業防災＝予防＋初動＋復旧＋社会的使命、会社の存続
＝自然災害を対象としたＢＣＰ

最近では

図０－１１ 防災・ＢＣＰと企業等の防災

防災とは災害対策基本法（１９５９年）で下記と定義
災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害
の拡大を防ぎ、及び災害の復旧を図ること
＝防災とは「災害」を対象に予防＋初動＋復旧

ＢＣＰとは「あらゆるリスク」を対象に
予防＋初動＋復旧＋社会的使命、会社の存続
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図０－１２ 危機管理の原則
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①ベストの危機管理は危機に陥らないこと
≒予防
・ニュースになることはない。

②セカンドベストは被害の最小化と早期復旧
・初動（人命第一）
・早期復旧
≒減災、リジリエンス
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避難とは？・・・二つの意味があります

一つ目は、危ない場所にいる方が安全な場所に行くこと
安全な場所を避難場所といいます。
・洪水では・・・・・・・・洪水避難場所（高いところ）
・大規模火災では・・広域避難場所（広いところ）

安全な場所の丈夫な建物に住み、避難しないで済むことが最善で
す。避難率ゼロが防災です。
避難は次善の策です。メディアは避難率１００％を良しとする。

二つ目は、避難所（収容避難所、指定避難所）
家を失ったり、ひとりでは生活ができないひとが頼る所
・避難所（収容避難所、指定避難所）

避難所にお世話にならずに済むこと（支援に向かう場所）
※家族の集合場所ではない！

図０－１３ 避難とは



参考 佐用町での水害事故（２００９年）１／２
小学校への避難途中に低地の用水路で流され９名が死亡

幕山川

①安全な立地 ②事前の避難 ③２階での退避（垂直避難）



参考 佐用町での水害事故（２００９年）２／２

×

×

幕山住宅

旧・小学校

幕山住宅



参考 宮古市の旧・千鶏小学校
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図０－１４ ハザードマップについて
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図０－１５ ハザードマップについて
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ハザードマップの
設定条件

（宮城県沖地震）
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１ 過去の災害と対策本部の意思決定

１．１ 東日本大震災の事例
１．２ 台風による停電
１．３ 広域停電と被害の連鎖
１．４ 新型感染症について
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①戦場の霧
・偵察（戦闘機やヘリ２５機）

偵察／情報将校

図１．１－１ 初動対応（自衛隊）

被災地では部隊が救出活動を開始
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①戦場の霧
・偵察（戦闘機やヘリ２５機）

②勝つための戦略
③活動計画（時間との戦いも）
・戦力配分（短期戦ｏｒ長期戦）
・前線基地
・進入路
・兵站計画

作戦参謀

偵察／情報将校

陸海空自衛隊の統合（ＪＴＦ－ＴＨ）
統合部隊の指揮官（君塚陸将）の訓話
・我々の前に道はない。我々が作る。 指揮官の役目

対策本部の役目
戦場の霧をはらす
先読みと方針
戦い方を決める
徹底を図る
鼓舞する

図１．１－１ 初動対応（自衛隊）



・備え（立地、ハードやライフライン）
・リアルな初動マニュアル、リアルな訓練
・顔の見える関係
・困難に負けないハート（スピリット）

（石巻圏合同救護チーム・石井正先生）

ライフラインの被害

停電： ２日
断水： ５日
ガス ：３０日

災害対応の教訓

●旧・石巻赤十字病院

● 石巻赤十字病院

図１．１－２ 石巻赤十字病院（立地と構造）



図１．１－３ 石巻赤十字病院（災害対応）

・石巻赤十字病院・気仙沼市立病院、東北大学病院が救った命／アスペクト
・石巻赤十字病院の１００日間／小学館
・東日本大震災・石巻災害医療の全記録／講談社

日本赤十字社の撮影動画より



参考：災害医療対応マニュアル（２００３年）
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参考：広域搬送計画の案（静岡県２００２年）

被災現場には自分たちしかいない！！
・救急車は来ない
・新潟県中越沖地震でも、工場の爆発現場からトラックで搬送

日本の対応力は１０００人／日？



図１．１－４ 介護施設（南三陸町慈恵園）１／２

津波に襲われる介護施設（慈恵園:標高１３ｍ、津波高１５ｍ）



参考 介護施設（南三陸町慈恵園）



図１．１－５ 介護施設（南三陸町慈恵園）２／２



図１．１－６ 双葉病院（大熊町⇒原発避難）



図１．１－７ 原発避難者の受入れ（田村市）

（燃料などを愛知から陸送）



図１．１－８ 企業の事例①
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考えて決断



●３月１２日 ・３月１４日まで全工場一斉操業停止・・・まず３日間停止
地域の復興支援やグループの従業員の安全を優先するため

●３月２２日 ・３月２６日まで操業停止を延長（一斉操業停止は約２週間）
延長期間は経営判断

●３月２７日 ・豊田社長が被災地（メーカ、ディーラー、役場）訪問
これからも皆様と一緒にモノづくりをやっていこうとコメント。

●４月 ８日 ・１８日から全工場で生産再開予定（稼働率５割）・・・Ｘ日＋１０日
Ｘ日は経営判断（インフラやサプライチェーンの状況で）

（新聞報道より）

マニュアル（２００５）通り。
マニュアルとは？ いつ何をどう意思決定するか
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想定外とは・・思考停止した方の言い訳

図１．１－９ 企業の事例②
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・電気
・ガス
・水道
・通信
・物流
・

参考：サプライチェーンの調査結果➡ＤＢ化

販売店

顧 客

人材
建物
生産設備
検査機器
情報システム
・

リソース 社会インフラ

サプライチェーン

原材料、オンリーワン等

・樽型
・1次は数百社
・2次は数千社
・3次は数万社



１ 過去の災害と対策本部の意思決定

１．１ 東日本大震災の事例
１．２ 台風による停電
１．３ 広域停電と被害の連鎖
１．４ 新型感染症について
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２０１９年台風１５号（千葉の広域停電９３万世帯）

長期の停電（約２週間）

図１．２－１ 最近の台風災害の事例

・台風２１号 関西電力（２１８万世帯）
・台風２４号 中部電力（１２０万世帯）
いずれも復旧まで約１週間

２０１８年の広域停電

※東京電力の発表（ホームページから）
近年の他電力事例と比較し，最大停電軒数は少
ないものの，停電解消に至るまでの復旧が⾧期
化（約１６日間）



２０１９年台風１５号（千葉の広域停電９３万世帯）

長期の停電（約２週間）

図１．２－２ 最近の台風災害の事例

・台風２１号 関西電力（２１８万世帯）
・台風２４号 中部電力（１２０万世帯）
いずれも復旧まで約１週間

２０１８年の広域停電

※東京電力の発表（ホームページから）
近年の他電力事例と比較し，最大停電軒数は少
ないものの，停電解消に至るまでの復旧が⾧期
化（約１６日間）

長期の停電（約２週間）

２０１８年の広域停電対策本部の役目
戦場の霧をはらす

先読み
方針検討

戦い方を決める

広報部門がマニュアルに従い
２日で復旧すると発表

全国からの支援は不要？



参考：関西電力・中部電力の災害対応

関西電力
・阪神淡路大震災での経験（ブロック化）
・南海トラフ地震での復旧計画
中部電力
・南海トラフ地震での復旧計画

自衛隊の計画（ブロック化）現地本部（王子運動公園）

阪神淡路大震災の自衛隊の戦い方



１ 過去の災害と対策本部の意思決定

１．１ 東日本大震災の事例
１．２ 台風による停電
１．３ 広域停電と被害の連鎖
１．４ 新型感染症について
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地震発生は２０１８年９月６日
１号機、２号機、４号機が停止（３号機は廃止されていた）

・１号機は９月１７日に運転を再開 ：１１日目
・４号機は９月２５日に運転を再開 ：１９日目
・２号機は１０月１０日に運転を再開 ：３４日目

地震の揺れで停止した火力発電所の復旧は約１週間～１ヵ月

胆振東部地震での苫東厚真発電所の被害と復旧
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図１．３－１ 発電所の被害と復旧事例



携帯電話の充電が十分でも
・受信アンテナ（基地局）のバッテリーは６時間
・復旧しても音声は通信規制

固定電話は
・交換局の非常用電源は半日程度
・復旧しても通信規制

数時間で通信機能を失う

通信のほかにどんな影響がでる？
・停電ではポンプは？
・停電・断水で病院は？
・避難所（小学校）に住民が殺到すると？
・学校が長期休校だと？

携帯メールは基地局バッテリーが切れる５時間は使用可能
（平成２６年度 静岡県健康福祉部の介護施設向けガイドライン）
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図１．３－２ 広域停電と被害の連鎖



携帯電話の充電が十分でも
・受信アンテナ（基地局）のバッテリーは６時間
・復旧しても音声は通信規制

固定電話は
・交換局の非常用電源は半日程度
・復旧しても通信規制

数時間で通信機能を失う

通信のほかにどんな影響がでる？
・停電ではポンプは？
・停電・断水で病院は？
・避難所（小学校）に住民が殺到すると？
・学校が長期休校だと？

携帯メールは基地局バッテリーが切れる５時間は使用可能
（平成２６年度 静岡県健康福祉部の介護施設向けガイドライン）
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被害の連鎖をイメージできるか
参謀（防災担当者）に必須の能力

図１．３－３ 広域停電と被害の連鎖
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１．３ 広域停電と被害の連鎖
１．４ 新型感染症について

49



50

図１．４－１ 最近の新型感染症について
例年 季節性インフルエンザ：弱毒性

※感染者１０００万、死者１０００人～２５００人

２００３年 ＳＡＲＳコロナウイルス

２００６年 Ｈ５Ｎ１型鳥インフルエンザ：強毒性

２００９年 Ｈ１Ｎ１型インフルエンザ（大騒ぎ）：弱毒性

※感染者９００万、死者２００人

２０２０年 １月下旬 武漢で新型コロナウィルス感染者が発生

２月 ３日 ダイヤモンドプリンセス号が横浜港に入港

２０２１年 ２月１７日 医療従事者にワクチン（ファイザー）を接種開始

４月１２日 高齢者への接種開始

２０２２年 ９月２０日 オミクロン型への新ワクチンの接種開始

２０２３年 現在 ２類から５類への意向を決定（５月の連休明けから）

※累計感染者３４００万？累計死者７４，０００人？



参考：私の経験（感染症の専門家ではない）
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ＳＡＲＳを対象とした図上演習（２００５年）

参考：ＳＡＲＳを対象とした図上演習

１ 想定
・高熱の乗客が福岡空港に到着した

２ 参加者
・講師は神戸市消防局幹部（関西でのＳＡＲＳ騒動での担当者）
・県、市（消防）、空港検疫、大学病院など

３ テーマ
・空港に到着～隔離～搬送までの手順確認と課題の抽出

４ 課題
・福岡には陰圧式の救急車がない
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図１．４－２：強毒性のインフルエンザについて

強毒性の鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）について
・トリ→ヒトへの感染力は弱いが発生している
・濃厚接触によるヒト→ヒト感染も発生している
・致死率は５０～６０％程度
・ただし、患者発生は減少傾向にある。

鳥フルエンザ
・トリ→ヒトへの感染力は弱い
・トリ⇔ブタはたがいに感染する
人インフルエンザ
・ヒト→トリへの感染力は弱い
・ヒト⇔ブタはたがいに感染する

豚の体内でＨ５Ｎ１が変異すると・・
◎豚からくる可能性が高い。

岡田晴恵／講談社
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強毒性か弱毒性か？
●弱毒性

・症状が軽く（または気付かずに）致死率は低い。
⇒短期間に全世界に蔓延する。

●強毒性
・症状が重く、致死率が高い
⇒感染者発見は弱毒性より容易
⇒封じ込めることができるか（移動制限⇒戒厳令）。

感染と予防は？・・・・発生しなければわからない
●免疫がない
●スペイン風邪と比べて

・医療環境は格段の差、抗インフル薬（タミフル・リレンザ）もある。
・備蓄は医療機関（産業医＋医務室・・備蓄、または近くの病院）
・鳥フルのプレパンデミックワクチンも（一定の効果はありそう）

●パンデミックワクチン
・製造に半年はかかる。封じ込めが成功すれば時間が稼げる。
・弱毒性では間に合わないと思う。

参考：新型インフルエンザについて（私見）



55

４月２４日（金）
４月２５日（土）
４月２６日（日）
４月２７日（月）
４月２８日（火）
４月２９日（水）
４月３０日（木）
５月 １日（金）
５月 ２日（土）
５月 ３日（日）
５月 ４日（月）
５月 ５日（火）
５月 ６日（水）
５月 ７日（木）
５月 ８日（金）
５月 ９日（土）
５月１０日（日）
５月１１日（月）
５月１２日（火）
５月１３日（水）
５月１４日（木）
５月１５日（金）
５月１６日（土）
５月１７日（日）
５月１８日（月）
５月１９日（火）
５月２０日（水）
５月２１日（木）

メキシコ

Ｎ高校生

Ｋ高校生

３⇒４

４⇒５

４月２４日深夜「メキシコで豚インフルエンザが発生、約1000名が
感染、死者約70名」のテロップが流れた。⇒強毒性か？

４月２７日WHOはフェーズ４を宣言：Ｈ１Ｎ１型⇒弱毒性だ。
４月２９日WHOはフェーズ５に格上げ

４月３０日日経朝刊：WHO緊急委員会・田代真人委員の談話
・弱毒性（強毒性に変異する可能性は低い）。
・メキシコでは、未確認の感染者を考慮すると致死率は低い
・大流行が起きても社会機能がマヒする事態にならない。
・国民や企業は冷静な対応を。
・強毒性のＨ５Ｎ１型と同じ対策をとる必要はない。
・フェーズは各国対策がＷＨＯのフェーズに対応しているため。
・厳しい渡航制限は必要ないし、すでに拡散し封じ込めは無理。
・人類の最大の脅威はＨ５Ｎ１型。
・抗インフル薬を使い切ることを懸念。

同日：Ａ市保健所からの市民への通知の各戸配布チラシ
・新型インフルエンザ対策は通常のインフルエンザ対策の延長
・日頃から：うがい、手洗い、咳エチケット
・国内発生したら：流行地への不要不急の旅行・出張を避ける
・新型インフルエンザの感染の心配がでたら：「発熱相談窓口」
に相談を

川崎・東京

図１．４－３ ２００９年の新型インフルエンザの教訓
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・初めての体験（世界規模、国家規模の対応）
・弱毒性の対応計画はなかったため混乱。
➡厚労省は２０１２年に総括⇒計画の見直しを実施

・水際で何人の感染者を把握できたか？
・見直しの機会

→強毒性ならば
・水際対策では国内感染を防げない。
・患者発見は容易（致死率が高い）
・移動制限が厳しく行われるだろう

→弱毒性ならば
・水際対策では国内感染を防げない。
・拡大阻止と社会的影響のバランスを考えた
対応策になるであろう。
・休校は集団感染が出た学校のみなど

図１．４－４：２００９年の新型（Ｈ１N１型）を踏まえて

季節性インフルエンザの死者は１０００人～２０００人／年
今回の新型インフルエンザでは２００人／年



図１．４－５ 新型コロナ（２０２０年発生直後の私見）
感染症の判断基準は「病原性（致死率）」・「感染力」・「医療環境」の三つ
・戦場の霧を晴らす➡戦略・戦術の検討
〇季節性インフルでの年間感染者は約１，０００万人、死者数は約１～２，０００人
〇２００９年新型インフルエンザは早い時期に弱毒性と判明していたが、大騒ぎに
この年の死者は２００人程度で年間死者数は例年より少なかった。
・

今回の新型コロナウルス（感染者５００人、死者２０人）は
「感染者数」は５００人はすでに１０倍~１００倍の数千人～数万人か？
※重篤にならないと病院に行かない

死者数約２０名はほぼ正しい➡（致死率は低いがインフルよりも高い）
帰国者向けチャーター機の同乗者に感染者がいない➡空気感染はなさそう、感染
力はインフルより弱いようだ
水際作戦では潜伏期間の患者は止められない➡全世界へ徐々に広まる。
対策や対応は普通のインフルエンザと同じ（軽症者は自宅待機、重傷者は入院）。
ワクチンや治療薬ができるまで耐え忍ぶ（１年か？）
※指定感染症（第２類）は明らかな誤り➡医療環境が破綻
※見直し：自宅待機は誤り（家庭内感染➡ホテル療養（ホテル三日月の例））
もしも強毒性で感染力が高い場合は、拡大すれば戒厳令（そうはならないだろう）
・外出・移動・入出国禁止（新規感染者ゼロ＋２週間程度＝２ヵ月か？）

57※今後、病原性（弱毒性～強毒性）と感染力に応じた計画が必要（自治体も企業も）
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課題は？
①年齢別の致死率（季節性インフルエンザと比較して）？

・発生当初より毒性（致死率）は低下？
・６０歳以下は致死率≒０
・７０歳以上の致死率は季節性インフルより大？

②感染者の後遺症は？
③ワクチンの効果と副反応は？
④国産のワクチン、特効薬の製造は？（３年も経つのに）

図１．４－６ 現在（２０２３年３月末）の私見

次の、新たな感染症の発生に備えてきちんと分析➡計画
※今回は弱毒性、次回は？
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通 常 の
インフルエンザ
（季 節 性）

新型インフルエンザ

弱 毒 性 強 毒 性

平常時 ・通常の予防 ・通常の予防 ・通常の予防

海外発生 ・通常の予防
・海外駐在員は予防を
徹底

・渡航制限

国内発生（遠方） ・予防の徹底 ・予防の徹底
・警戒態勢
・操業停止準備

国内発生（近傍） ・予防の徹底 ・予防の徹底 ・不急業務の操業停止

社内発生
・感染者は自宅待機
・多数の場合は在宅
勤務

・全社一斉に１０日間の
在宅勤務

・閉鎖

先ずは：経営者はいつどんな判断をするのか（例）

⇒強毒性ではおよそ２か月の業務停止・操業中断に耐えられるか？

図１．４－７ 今後に向けて（２００９年時点の私見）



Ⅰ 防災の基礎知識
はじめに
１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：３０ 頃休憩



２ 水害・土砂災害

２．１ 水害・土砂災害の種類
２．２ 災害図上演習の体験
２．３ マニュアルの作り方
２．４ 浸水リスクの把握方法
２．５ 地域や職場での検討
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図２．１－１ 水害の種類

河川氾濫（外水氾濫）

上流の降雨により、河川の水位が上昇し、
堤防が決壊したり、堤防を越流したりして
氾濫が起きること。

内水氾濫

地域に降った豪雨が排水されずに地域内に
貯まり、低い場所から浸水・冠水すること。
特にアンダーパスが危険。

高 潮

満潮時に台風の気圧低下で海面が吸い上げ
られたり、暴風によって湾奥に吹き寄せられ、
海面が上昇し堤防を越えて浸水すること。

62



図２．１－２ 土砂災害の種類

（国土地理院ホームページより）

・がけ崩れ（急傾斜地の崩落）：豪雨や地震などで地盤が緩み、
一瞬で崖が崩落すること
・土石流：長雨や豪雨で渓流の土砂・岩石などが一気に下流へ
押し流される現象
・地すべり：滑りやすい面の上の地盤が地下水等の影響で、広い
範囲が滑り落ちる現象
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２ 水害・土砂災害

２．１ 水害・土砂災害の種類
２．２ 災害図上演習の体験
２．３ マニュアルの作り方
２．４ 浸水リスクの把握方法
２．５ 地域や職場での検討
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地図をテープで固定

図２．２－１ 模擬地図



図２．２－２ ①地図を理解する
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図２．２－３ ②ハザードマップ作り
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鬼怒川の決壊
（常総市）



図２．２－４ ②ハザードマップ作り
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伊豆大島
（死者行方不明者３９名



図２．２－５ 状況設定

○台風が接近、時間雨量は２０ｍｍ、総雨量は３００ｍｍ。
○気象台は、今後２００ｍｍ以上の降雨があると予想
○１４時に大雨洪水警報
○１５時に土砂災害警戒情報
○現在の雨は屋根や道路に跳ね返る音が聞こえる程度。
○荒瀬川の水位は徐々に上がってきており、あと２時間
程度で避難判断水位に達すると思われる。
○現時点で市役所から避難勧告は出ていない。
○あと３時間もすればあたりは暗くなる。

地域：○○市七尾台団地
日時：平日の１５：００
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図２．２－６ 警戒レベル（２０２１年５月２０日から）

・警戒レベル４避難指示で危険な場所にいる人は全員避難（≒全員ではない）
・避難勧告は廃止
・警戒レベル３高齢者等避難で避難に時間がかかる方は危険な場所から避難
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図２．２－７ 河川の水位と避難の判断（私見）

71

２時間



①避難時期（様子を見る？速やかに判断？）

第２問：皆さんは七尾台の役員、どんな判断をしますか？

お休みです

②避難先はどこですか？（地図に書き込んでください）
③避難ルートを書き込んでください（緑色）
４地区（見附、深山上、深山下、加計）ごとに

※河川の水位はまだ高くはない。
※土砂災害警戒情報➡通ってはいけない橋は？
※渋滞は？

気象情報、土砂災害情報、河川情報、日没までの時間・・

図２．２－８ 避難の検討
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図２．２－９ ハザードマップと避難先

73正常性バイアス、想定外
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図２．２－１０ 回答例

避難について
○時刻や気象情報を考えると、手早く判断しなければならない。
○七尾山の斜面を考えると公民館や小学校は避難に適さない。
孤立する可能性も高い。
○夜になっての避難は危険である。
○砂走総合公園は内水氾濫の危険性もある。スポーツ会館も
孤立するため避難に適さない。
○受入れ先の体制が整っている保証はないが・・
○市役所と連絡を取りつつ城内中学校に避難
○なお、Ｄ橋は土石流の心配がある。見附地区はＡ橋が大丈夫
なうちにＡ橋を通って避難。



２ 水害・土砂災害

２．１ 水害・土砂災害の種類
２．２ 災害図上演習の体験
２．３ マニュアルの作り方
２．４ 浸水リスクの把握方法
２．５ 地域や職場での検討
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①避難時期（様子を見る？速やかに判断？）
②避難先はどこですか？（地図に書き込んでください）
③避難ルートを書き込んでください（緑色）

④避難決定からの避難完了までの対応は？

第２問：皆さんは七尾台の役員、どんな判断をしますか？

図２．３－１ ③対応の検討
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・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

１枚に１項目



七尾台団地
・昭和５５年の団地
・８０歳
・平日の午後

市街地には？
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図２．３－２ 対応の検討（ヒント①）
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公民館
・高齢者
・備蓄

小学校や児童クラブ
・児童は？
・保育園は無い？

七尾台団地
・昭和５５年の団地
・７０～８０歳
・平日の午後

中学校

市街地には？

市役所
・周知
・バス
・開設

公園

自動車学校

渋滞監視
水位監視
避難完了確認

通行止め

図２．３－３ 対応の検討（ヒント②）
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地域全体ついて
・昭和５０年の造成団地の入居者は８０歳前後と考えられる。
・平日の午後には若い世代は仕事に出ている。
・難聴者もいる。避難の周知に１時間ぐらいかかる。
・自力歩行できない人も。避難支援も考えておかなければ。
・避難完了確認は誰がどうやって？
行政との連携は？（深山上・下）
・同報無線で市内全域に周知
・車両不足は福祉バスで
・避難所の開設を依頼
小学校や保育園、学童クラブなどとの連携は？（加計）
・城内中学校に避難することを伝え、一緒に避難。
公民館との連携は？（見附）
・公民館には高齢者がいる可能性がある。一緒に避難。
・余裕があれば公民館の備蓄を持ち出す。
そもそも、小学校・公民館を移設せよ

図２．３－４ 今までの受講者の意見の例



・危険察知
・役員集合
・避難検討
・・・・・・・・・・・・・・・
・周知
・公民館との調整
・小学校との調整
・市役所との調整
・避難誘導
・避難完了確認
・・・・・・・・・・・・・・・
（避難所運営）
・
（警報解除）
・
（安全確認）
・
（復旧完了）

時

間

対応 担当 備え

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

会長
〇〇班
□□班

▲▲町会
××町会
公民館長
校長先生
消防団長
郵便局長
民生委員
・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

図２．３－５ ④マニュアルの検討
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参考 最近の水害から
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宮崎県延岡市：２０１６年９月２０日台風１６号



☆判断
◎主担当
○担当・協力
▼情報展開

図２．３－６ ④対応マニュアル

対応 家庭 会長 役員
消防
団

町会 市
ペー
ジ

◎ ２

〇 ▼ ◎ ◎ ３

〇 ☆ 〇 ◎ ◎ ▼ ４

◎ 〇 〇 ５

▼ ◎ 〇 ７

◎ 〇 ▼ ８

〇 ◎ 〇 １０

◎ 〇 １１

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

安全確保
①・・・・・・・
②・・・・・・・
③・・・・・・・
④・・・・・・・

避難誘導
①・・・・・・・
②・・・・・・・
③・・・・・・・
④・・・・・・・

個別マニュアル

タイムラインは全体の動きの中で検討
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２ 水害・土砂災害

２．１ 水害・土砂災害の種類
２．２ 災害図上演習の体験
２．３ マニュアルの作り方
２．４ 浸水リスクの把握方法
２．５ 地域や職場での検討
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図２．４－１ 標高の調べ方



図２．４－２ 標高の調べ方
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荒川にある岩淵水門水位観測所のデータ

水位標の０．０ｍは標高ｰ１．１ｍです。
氾濫危険水位７．７ｍは標高６．６ｍです。
避難判断水位６．５ｍは標高５．４ｍです。
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図２．４－３ 東京：水害リスク（河川の水位）



水位標の０．０ｍは標高０．１ｍです。
氾濫危険水位８．９ｍは標高９．０ｍです
避難判断水位８．５ｍは標高８．６ｍです。

庄内川 枇杷島水位観測所

図２．４－４ 名古屋：水害リスク（河川の水位）
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水位標の０．０ｍは標高５．６ｍです。
氾濫危険水位５．５ｍは標高１１．１ｍです
避難判断水位５．４ｍは標高１１．０ｍです。

淀川にある枚方水位観測所のデータ

図２．４－５ 大阪：水害リスク（河川の水位）
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２ 水害・土砂災害

２．１ 水害・土砂災害の種類
２．２ 災害図上演習の体験
２．３ マニュアルの作り方
２．４ 浸水リスクの把握方法
２．５ 地域や職場での検討
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図２．５－１ ①地域の危険度の理解

90

福岡空港

御笠川
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図２．５－２ ②予防対策の検討

どこまで浸水するか？

浸水被害にあわないためには？ 浸水を遅らせるには？
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図２．５－３ ③対応の検討

対応にあたる組織体制・役割を検討。
本部長、社屋管理班、情報収集班、機動班などを編制。

通常時 対応準備 災害発生時 復旧
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段　階 目次番号 対応項目 本部 共通（個人） 支部長 情報連絡班 社屋管理班 機動班

発生予報 5.1

5.1.1 風水害対策開始判断および班編制 ★

5.1.2 社屋・資器材の養生 ◎

5.1.3 車両の避難 ★ ◎

5.1.4 防災備品の準備 ◎

5.1.5 出社・帰社判断 ★ ○

5.1.6 社内関係者の所在確認 ◎

5.1.7 水位・天気情報収集 ◎

災害発生中 5.2

5.2.1
現地対策本部の設置および災害対
策本部の設置要請

○ ★

5.2.2 自身の安全確保 ◎

5.2.3 災害対策本部への報告 ◎ ○

5.2.4 社屋管理 ○ ◎

5.2.5 災害記録 ○ ◎

5.2.6 現場・出張時の対応 ◎ ○

業務復旧 5.3

5.3.1 社内関係者の安否確認 ◎

5.3.2 社屋・資器材被害の確認 ◎

5.3.3 地域（周辺）被害の確認 ◎

5.3.4 社屋の復旧 ◎ ○

5.3.5 周辺地域支援 ◎

5.3.6 復旧支援情報の収集 ○ ◎

5.3.7 緊急対応業務の実施 ★

5.3.8 継続業務対応 ◎ ★

天気予報等により災
害の発生が予測され
る段階

避難勧告の発令～解
除まで

避難勧告の解除以降

図２．５－４ ④マニュアルのまとめ

共通（個人） 本部長 〇〇班 □□班 ・・・ ・・・ ・・・

（テキスト参照）



Ⅰ 防災の基礎知識
はじめに
１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：３０ 頃休憩



３．１ 地震の原因
３．２ 阪神淡路大震災
３．３ その他の主な直下地震の被害
３．４ 東日本大震災
３．５ 東日本大震災での首都圏の被害
３．６ 東日本大震災での誤った教訓
３．７ その他の主な海溝型地震での被害
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３ 過去の地震災害に学ぶ



参考：地震の原因



図３．１－１ 日本のまわりは４つのプレートが

陸や海 山や川 平野をつくってきた。
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補足：防災授業では（自然の恵み）



図３．１－２ マグニチュードと震度（海溝型の例）

震 度
・マグニチュード
・１／距離
・表層地盤での増幅率
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・日本と同様に、プレート境界がある（津波は発生しない）
・建物の耐震性が低い

・Ｍ７．８、Ｍ７．５の地震が連続
・地震のエネルギーはＭが０．２大きいと２倍
・阪神淡路大震災（Ｍ７．３）とくらべて
（Ｍの基準が日本とトルコで同じとして）
・Ｍ７．５は阪神淡路の２倍
・Ｍ７．８は阪神淡路の２×２×√２＝５．７倍
・２倍＋５．７倍≒８倍

・阪神淡路大震災の２０倍との報道もあるが・・？
・大きな地震が連続すると被害は大きくなる

参考：トルコ・シリアでの地震について

地震規模が大きく建物の耐震性が低い➡被害が大きい



３．１ 地震の原因
３．２ 阪神淡路大震災
３．３ その他の主な直下地震の被害
３．４ 東日本大震災
３．５ 東日本大震災での首都圏の被害
３．６ 東日本大震災での誤った教訓
３．７ その他の主な海溝型地震での被害
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３ 過去の地震災害に学ぶ



図３．２－１ 地震発生



参考：震度６強～とは？（阪神淡路大震災）



図３．２－２ 地震発生直後の状況



参考 地震発生直後の状況
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図３．２－３ 地震発生直後の住宅街
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直接死は約６，０００人（内４，０００人が即死）



図３．２－４ 公共施設の被害
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図３．２－５ 三ノ宮駅付近の被害

三ノ宮駅前 東門街
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ホテルオークラ神戸（地上３５階・地下２階）

・全ての部屋が足の踏み場も無い散乱
・エレベータ停止
・非常放送を操作できず
・消火設備はほとんど機能せず
（配管損傷など）
・排煙設備は全滅
・余震が継続
・二度と部屋に戻れないことを伝え
１階ロビーに避難

図３．２－６ 高層ビルでは

営業再開に向けたライトアップ
（１９９５年２月２１日～２８日）
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図３．２ー７ 駐車場の被害



補足：液状化現象



図３．２－８ 液状化による噴砂
ポートアイランド（液状化対策を超える被害）
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図３．２－９ 液状化➡地盤沈下



図３．２－１０ 液状化→護岸崩壊→側方流動



図３．２－１１ 火力発電所（早期再開）

関西電力の火力発電所

115

揺れの大きい範囲に大きな発電所は無かった

揺れの大きい範囲



図３．２－１２ 停電の復旧状況

通電火災の可能性も

（阪神淡路大震災～応急送電までの７ｄａｙｓ／関西電力） 116



図３．２－１３ 配電線（電柱）の被害
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図３．２－１４ 鉄道被害（新幹線・ＪＲ・私鉄）



図３．２－１５ 鉄道などの復旧

阪神電鉄本線石屋川駅付近

区 分 復旧月日

ＪＲ（山陽本線） ４月 １日

新幹線 ４月 ８日

私鉄 ６月１２日～６月２６日

モノレール ７月３１日～８月２３日

地下鉄 ２月１６日～８月３１日

地震発生は１９９５年１月１７日
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図３．２－１６ 道路被害
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図３．２－１７ 斜面崩壊
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参考 地震発生後の救出活動 １／２



参考 地震発生後の救出活動 ２／２



３．１ 地震の原因
３．２ 阪神淡路大震災
３．３ その他の主な直下地震の被害
３．４ 東日本大震災
３．５ 東日本大震災での首都圏の被害
３．６ 東日本大震災での誤った教訓
３．７ その他の主な海溝型地震での被害
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３ 過去の地震災害に学ぶ
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発生時期 名称 マグニチュード

①２００４年１０月 新潟中越 Ｍ６．８

②２００５年 ４月 福岡県西方沖 Ｍ７．０

③２００７年 ７月 新潟中越沖 Ｍ６．８

④２００８年 ５月 四川 Ｍｗ７．９

⑤２００８年 ６月 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２

⑥２０１６年 ４月１４日 熊本地震（前震） Ｍ６．５

⑦２０１６年 ４月１６日 熊本地震（本震） Ｍ７．３

⑧２０１８年 ９月 北海道胆振東部 Ｍ６．７

図３．３ｰ１ その他の主な直下地震の被害



図３．３－２ ①２００４年 新潟中越 Ｍ６．８



参考：小千谷総合病院と老健 ２／４



参考：小千谷総合病院と老健 ３／４



参考：小千谷総合病院と老健 ４／４

１階が臨時の病棟
４階が地域の避難所



図３．３－３ 新潟中越地震と新潟中越沖地震での対応例



補足：社員・家族の安否確認は何のため？

家族・地域の安全確保を優先せよ。安否を報告せよ。

無被害の社員は出社せよ。何時間で出社できるか？
→自分は無事、近所は大変・・・自分は軽いけが
→災害時に何時間かかるか・・・わかる訳がない

・安否確認システムが社員・家族を守るのではない。
・被災した可能性の高い社員を早期に絞り込むため。
➡不明の社員の状況把握は元気な社員が。
➡被災した社員・家族を守る仕組みがあるか。

131

被災した社員・家族の状況を把握できますか？
被災した社員・家族の支援策は？
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発生時期 名称 マグニチュード

①２００４年１０月 新潟中越 Ｍ６．８

②２００５年 ４月 福岡県西方沖 Ｍ７．０

③２００７年 ７月 新潟中越沖 Ｍ６．８

④２００８年 ５月 四川 Ｍｗ７．９

⑤２００８年 ６月 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２

⑥２０１６年 ４月１４日 熊本地震（前震） Ｍ６．５

⑦２０１６年 ４月１６日 熊本地震（本震） Ｍ７．３

⑧２０１８年 ９月 北海道胆振東部 Ｍ６．７

図３．３ｰ１ その他の主な直下地震の被害



図３．３－４ ②２００５年 福岡県西方沖 Ｍ７．０



図３．３－５ ビルの窓ガラスの崩落
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発生時期 名称 マグニチュード

①２００４年１０月 新潟中越 Ｍ６．８

②２００５年 ４月 福岡県西方沖 Ｍ７．０

③２００７年 ７月 新潟中越沖 Ｍ６．８

④２００８年 ５月 四川 Ｍｗ７．９

⑤２００８年 ６月 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２

⑥２０１６年 ４月１４日 熊本地震（前震） Ｍ６．５

⑦２０１６年 ４月１６日 熊本地震（本震） Ｍ７．３

⑧２０１８年 ９月 北海道胆振東部 Ｍ６．７

図３．３ｰ１ その他の主な直下地震の被害



図３．３－６ ③２００７年 新潟中越沖 Ｍ６．８
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７月１６日（休日）のリケンの公表（ホームページ）要旨
・関係会社で損傷の激しい工場建物がある。

・当社、関係会社、協力会社の全てにおいて設備の横ズ
レが発生し、一部設備に傾きや転倒が見られる。
・製品、金型、治工具、測定機器類が床面に落下。

・殆どの従業員が家具類等の落下等被災している模様、
若干名の 負傷者が発生。
・余震が続いており、点検・復旧には時間を要する

広報の担当と内容、方法？
・顧客への連絡
・協力会社への連絡
・社員への連絡
・その他の関係者との連絡

図３．３－７ リケンの広報



図３．３－８ リケンの被害と復旧
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参考：初めての「地域と協働した復旧」

・総合病院へ要員支援（地震発生直後の片付け）
・避難所運営支援

・クッションマット、パーティションの提供
・地域復旧支援

・ブルーシートなどの配布
・工場の風呂の開放（６００名が利用）
・電柱の修復（電力会社の許可を得て）
・市内の工場の復旧支援（リケンのおかげで）

地域全体の復興への熱意

行政などの尽力
・２４時間体制での水道、ガスの懸命の復旧活動
・「復興を最優先に」・・交通規制なし
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図３．３－９ 教訓（リケンからの発信）
新潟県中越沖地震による被災からの復旧

自動車メーカーはじめご支援くださった多くの皆様に対するお礼を込めて
２００７年１２月 株式会社リケン

①地震に強い工場
・建屋耐震化対策（グループ各社への横展開）
・鋳造事業の安全防災対策
・機械設備・棚などの転倒防止対策

②ＢＣＰの充実
・目標復旧時間の設定と復旧部隊の組織編制

→支援に出ることも。
③緊急時の生産補間体制
・工場製品在庫バッファーの見直し
・生産拠点間の補間システムの構築

④日常的な生産効率の追求・無駄の排除
・リーンな生産体制＝復旧作業の迅速化

⑤仕入先の生産管理、防災の徹底強化
・サプライチェーンの工程管理の視点で強化推進
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発生時期 名称 マグニチュード

①２００４年１０月 新潟中越 Ｍ６．８

②２００５年 ４月 福岡県西方沖 Ｍ７．０

③２００７年 ７月 新潟中越沖 Ｍ６．８

④２００８年 ５月 四川 Ｍｗ７．９

⑤２００８年 ６月 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２

⑥２０１６年 ４月１４日 熊本地震（前震） Ｍ６．５

⑦２０１６年 ４月１６日 熊本地震（本震） Ｍ７．３

⑧２０１８年 ９月 北海道胆振東部 Ｍ６．７

図３．３ｰ１ その他の主な直下地震の被害



１２日（月）
・被害軽微、従業員に被害なし。
・操業を停止し、従業員を一斉帰宅させた。

１３日（火）
・３日間の操業を停止し、操業再開時期を検討
・１億５０００万円＋多目的スポーツ車を寄付（地域貢献）

１５日（木）
・部品メーカーの被災状況調査継続
・物流網の被害調査継続
・操業再開は早くて週明け（１９日（月））

１９日（月）
・操業を再開
・従業員全員に見舞金（１０００元）を配布

中国でのトヨタの事例（日経新聞より）
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図３．３－１０ ④２００８年 四川大地震 Ｍｗ７．９
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発生時期 名称 マグニチュード

①２００４年１０月 新潟中越 Ｍ６．８

②２００５年 ４月 福岡県西方沖 Ｍ７．０

③２００７年 ７月 新潟中越沖 Ｍ６．８

④２００８年 ５月 四川 Ｍｗ７．９

⑤２００８年 ６月 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２

⑥２０１６年 ４月１４日 熊本地震（前震） Ｍ６．５

⑦２０１６年 ４月１６日 熊本地震（本震） Ｍ７．３

⑧２０１８年 ９月 北海道胆振東部 Ｍ６．７

図３．３ｰ１ その他の主な直下地震の被害



図３．３－１１ ⑤２００８年 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２
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発生時期 名称 マグニチュード

①２００４年１０月 新潟中越 Ｍ６．８

②２００５年 ４月 福岡県西方沖 Ｍ７．０

③２００７年 ７月 新潟中越沖 Ｍ６．８

④２００８年 ５月 四川 Ｍｗ７．９

⑤２００８年 ６月 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２

⑥２０１６年 ４月１４日 熊本地震（前震） Ｍ６．５

⑦２０１６年 ４月１６日 熊本地震（本震） Ｍ７．３

⑧２０１８年 ９月 北海道胆振東部 Ｍ６．７

図３．３ｰ１ その他の主な直下地震の被害



発表日 死者 関連死 避難者 備考

４月１５日 ９ － ４４，０００

４月１６日 ９ － ７，２００

４月１７日 ４１ － ９２，０００

４月１８日 ４２ － １９５，０００

４月１９日 ４４ － １１７，０００

４月２０日 ４６ － ※避難者数不明

４月２１日 ４８ １０ ９３、０００

４月２２日 ４８ １０ ９０，０００

５月１５日 ４９ １９ １０，５００

被災者の推移

阪神淡路大震災
即死者：４，０００名
避難者：約３０万人

図３．３－１２ ⑥⑦２０１６年 熊本 Ｍ６．５、Ｍ７．３



（すべての大学のＢＣＰの問題）

図３．３－１３ ⑥⑦２０１６年 熊本 Ｍ６．５、Ｍ７．３



２～３時間待ち・・諦める高齢者 津波も火災もない、県庁までは歩いて数分

助けを待つだけ？

図３．３－１４ ⑥⑦２０１６年 熊本 Ｍ６．５、Ｍ７．３



避難所運営に戦力を割かれる市町村職員
➡本来業務はできているのか？

・生活再建業務
例：建物被害調査→罹災証明発行

→解体・ガレキ処理
→仮設住宅、復興公営住宅・・

避難所運営に戦力を割かれる教職員
➡本来業務はできているのか？

・教育再開
・児童生徒の安否確認
・児童生徒の支援（応急教育など）
・学校の早期再開準備

行政職員は２年で異動➡プロが育たない組織構造

新聞の報道によれば・・

図３．３－１５ ⑥⑦２０１６年 熊本 Ｍ６．５、Ｍ７．３
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発生時期 名称 マグニチュード

①２００４年１０月 新潟中越 Ｍ６．８

②２００５年 ４月 福岡県西方沖 Ｍ７．０

③２００７年 ７月 新潟中越沖 Ｍ６．８

④２００８年 ５月 四川 Ｍｗ７．９

⑤２００８年 ６月 岩手・宮城内陸 Ｍ７．２

⑥２０１６年 ４月１４日 熊本地震（前震） Ｍ６．５

⑦２０１６年 ４月１６日 熊本地震（本震） Ｍ７．３

⑧２０１８年 ９月 北海道胆振東部 Ｍ６．７

図３．３ｰ１ その他の主な直下地震の被害



図３．３－１６ ⑧２０１８年 北海道胆振東部 Ｍ６．７



３．１ 地震の原因
３．２ 阪神淡路大震災
３．３ その他の主な直下地震の被害
３．４ 東日本大震災
３．５ 東日本大震災での首都圏の被害
３．６ 東日本大震災での誤った教訓
３．７ その他の主な海溝型地震での被害
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３ 過去の地震災害に学ぶ



財団法人全国地質調査業界連合会の資料に加筆

図３．４－１ 海溝型地震の発生する場所は？

南海トラフ地震

東日本大震災

関東大震災

日向灘地震

十勝沖地震など

日本海中部・北海道南西

３／９ Ｍ７．４
３／１１ Ｍ９．０
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図３．４－２ 地震による現象

断層の破壊

揺 れ 地盤の沈降津 波

液状化 斜面崩壊

死傷者、建物・設備・ライフライン等の被害 冠 水

余 震



図３．４－３ 東日本大震災の揺れの特徴

動けない時間は
約１０秒

動けない時間は
２～３分

東日本大震災の揺れの特徴

・海溝型なのに短周期の揺れが大きい
・キラーパルス（周期が１秒～２秒）が小さい

・建物被害がとても少ない
・震度７の栗原市で倒壊ゼロ、死者ゼロ
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図３．４－４地震波の成分の比較

築館（栗原市）

周期

１．０秒以上は阪神淡路の１／３
特殊な地震

・住宅の被害は少ない
・長周期も小さい
（継続時間が長く共振）

速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

栗原市の被害
・全壊５７棟
・死者 ０人

計測震度評価範囲

東日本大震災と阪神淡路大震災の比較
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図３．４ー５ 建物被害（仙台市内：震度６強）



参考：がけ崩れの事例（久慈市）
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図３．４－６ 津波の襲来

（インターネット公開動画より）



図３．４－７ ①地震発生前

160



図３．４－８ ②巨大滑り→海面上昇
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図３．４－９ ③津波到達（湾口）

１６ｍ ← ８ｍ
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仙台港北（多賀城市）



図３．４－１０ ④斜面を遡上

３２ｍ ← １６ｍ ← ８ｍ

163宮古市小堀内漁港



図３．４－１１ 南三陸町・被災前
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図３．４－１２ 南三陸町・被災後
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参考：津波被害(南三陸町）



参考 教訓とは（後ほど説明）

未来に向けて 今起きたら



図３．４ー１３ 震災後の死者・行方不明者

情報の
ブラックアウト
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参考：震災後の死者・行方不明者（時期不明）

●浸水範囲（津波が襲った地域）
１６０，０００世帯、人口５００，０００人
浸水地域の死者率は約４％

●浸水範囲の人口は日本全体の０．４％
９９．６％は活きている。

死者 １５，０００人

行方不明者 ４，０００人

計 １９，０００人

※なお、震災関連死は１，０００名をはるかに超えている



・９３％が溺死
・行方不明者も津波が原因と思われる。
・ほとんどが津波が原因

参考：東日本大震災での年代別の死者数

死因（岩手・宮城・福島・・時期不明）

年 代 死者数

９歳以下 ３９０人

１０代 ３３６人

２０代 ３９９人

３０代 ６３４人

４０代 ７８７人

５０代 １，３２０人

６０代 ２，１２４人

７０代 ２，６６３人

８０代以上 ２，４５４人

年代別死者数（岩手・宮城・福島）

６５％が高齢者
・逃げなかったのか？
・逃げ遅れたのか？・
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図３．４．１４ 子供の死者・行方不明者（時期不明）

福島県 宮城県 岩手県 計

小学生 ２７人 １８６人 ２１人 ２３４人

中学生 １８人 ７５人 １５人 １０８人

支援学級 １人 ５人 ３人 ９人

計 ４６人 ２６６人 ３９人 ３５１人

総人数 １，８５３人 １１，８１７人 ６，７７３人 ２０，４４３人

％ ２．５％ ２．３％ ０．６％ １．７％

防災教育の効果

※岩手県の在校中の
小中学生の死者はゼロ
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原町火力発電所：復旧まで約２年

図３．４－１５ 原町発電所の被害と復旧

http://www.jiji.com/jc/d4?p=kar003-00000008&d=d4_quake
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図３．４－１６ 東北電力の発電所の状況

※１ 首都直下地震で東京電力は？
※２ 南海トラフ地震で中部電力、関西電力、四国電力は？



参考：多賀城変電所の被害
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参考：送電設備の被害
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図３．４－１７ 港湾（釜石港）



図３．４－１８ 港湾（仙台港）
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図３．４－１９ 鉄道（三陸鉄道北リアス線・島越）



図３．４－２０ 製造業（石巻市）



図３．４－２１ 製造業（南相馬 原発から１９．９ｋｍ）



図３．４－２２ 店舗の被害（仙台港付近）
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図３．４－２３ 道路と住宅街
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３．１ 地震の原因
３．２ 阪神淡路大震災
３．３ その他の主な直下地震の被害
３．４ 東日本大震災
３．５ 東日本大震災での首都圏の被害
３．６ 東日本大震災での誤った教訓
３．７ その他の主な海溝型地震での被害
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３ 過去の地震災害に学ぶ



図３．５－１ 首都圏の火力発電所
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図３．５－２ プラントの被害（市原市）
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図３．５－３ 液状化被害（習志野市）
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図３．５－４ 縄文海進と標高５ｍ以下の範囲
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昭和の東南海地震での体験談（名古屋港付近）
「地面から滝のように噴き上げた」
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図３．５－５ 標高５ｍ以下の範囲（中部）



５ｍ以下
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大阪城

図３．５－６ 標高５ｍ以下の範囲（関西）



３．１ 地震の原因
３．２ 阪神淡路大震災
３．３ その他の主な直下地震の被害
３．４ 東日本大震災
３．５ 東日本大震災での首都圏の被害
３．６ 東日本大震災での誤った教訓
３．７ その他の主な海溝型地震での被害

190

３ 過去の地震災害に学ぶ
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（１）田老の敗北
（２）釜石の奇跡
（３）津波てんでんこ
（４）大川小学校の悲劇
（５）長周期地震動
※復興予算について

３．６ 東日本大震災での誤った教訓



図３．６－１ 万里の長城（田老）は敗北したのか？
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（１）田老の敗北
（２）釜石の奇跡
（３）津波てんでんこ
（４）大川小学校の悲劇
（５）長周期地震動
※復興予算について

３．６ 東日本大震災での誤った教訓



図３．６－２ 釜石の奇跡とは？
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図３．６－３ 釜石の奇跡について

・岩手県の中で釜石の小中学生の犠牲者が少なかったのか？
➡岩手県全体で、在校中の小中学生、支援学校の生徒は一人も
亡くなっていない。

・在校中の子供たちが自分で判断して避難するのか？
➡ありえない。先生の臨機応変の指示。

・鵜住居小の避難を促したのは中学生の避難行動か？
➡消防団員（誰かもわかっている）が３階に上がって声掛け

・鵜住居小学校職員が小学校で亡くなったことをどう考えるか？
➡保護者に、子供たちが避難したことを伝える役の女性職員、
訓練通りの役割分担。このことを子供たち全員が知っている。

・率先避難で鵜住居の大人の死者は少なかったのか？
➡鵜住居の人口は約５，０００人、死者は約６００人（１２％）
子供の６割が自宅を失なった。（津波被害は約３０００人（２０％）。
家族・親族・知人を失った子も多い。率先避難？

・鵜住居防災センターに避難した幼稚園児３名
➡園長や保育士は亡くなったが園児は助かった（てんでんこに？）



図３．６－４ 釜石の本当の教訓
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（１）田老の敗北
（２）釜石の奇跡
（３）津波てんでんこ
（４）大川小学校の悲劇
（５）長周期地震動
※復興予算について

３．６ 東日本大震災での誤った教訓
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図３．６－５ 「つなみてんでんこ」について

多くの石碑に記載されているのは
「地震が起きたら津波に用心」
「避難したらすぐには戻るな」
「危ないところに住いするな」

であり、有名なものに
「高き住まいは子孫の和楽、これより下
に家を建てるな」

の石碑もある（姉吉の石碑）。

「つなみてんでんこ」は１９９０年に山下文男
氏から紹介された「てんでんこ」の話（津波で
父親が子どもを置いて先に避難した言い訳
話）をメディアが「つなみてんでんこ」として報
道したもので、三陸の昔からの言い伝えで
はない
（Ｐ．２３２）。



参考 教訓とは（再掲）

東日本大震災以前に「津波てんでんこ」と記載された
石碑を見たことがない。１９９０年に出来た言葉。

未来に向けて 今起きたら

行政の責任逃れ？
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（１）田老の敗北
（２）釜石の奇跡
（３）津波てんでんこ
（４）大川小学校の悲劇
（５）長周期地震動
※復興予算について

３．６ 東日本大震災での誤った教訓



図３．６－６ ハザードマップについて（再掲）

201

宮城県ハザードマップでは大川小学校は浸水範囲外で避難場所
（設定条件はＭ７クラスの宮城県沖地震）

設定条件が変われば答え（解析結果）は変わる。
設定条件を理解していないと想定外が起こる

大川小学校
多くの小学生が死亡



図３．６－７ 大川小学校周囲の状況
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北上川の堤防高は５～６ｍ

富士川の堤防は２～３ｍ

図３．６－８ 津波襲来後（当日）の写真



図３．６－９ 釜谷地区の犠牲者（約２００名）
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参考：裏山の稲荷神社（だれも避難していない）



参考：親と避難した児童の死者はゼロ

（大川小学校には通学バスも待機していた） 206



①大川小学校の児童の被害について
・親が迎えに来て避難した約３０名の児童は無事
・学校に残っていた児童７４名が死亡・行方不明

②小学校の周囲（釜谷）の方々はなぜ避難しなかったのか？
・この場所に津波は来ない（ハザードマップを確信した地区長）
➡在宅の住民はほぼ全員が亡くなった。

③小学校の先生はなぜ避難の決定ができなかったのか？
➡学校の先生は防災のプロではない。

住民は小学校に避難してきた（地区長の影響力？）。
④津波が来るまで５０分、なぜ避難しなかったのか
➡津波が来るまで５０分、保護者はなぜ迎えに行かなかったのか？

・迎えに行かなかった保護者が、最後まで子供たちに寄り添った先
生を訴える？先生方の名誉を守れ！
・真の原因は・・ハザードマップを用いた地域防災指導

尋常ではない揺れ、消防団が津波避難を呼びかけた

207

図３．６－１０ 釜谷地区で何が起きたのか？



208

５０分もあったのに、先生はなぜ子供たちを避難させなかったのか

行政の政策に問題は？

・北上支所（津波避難場所）で多くの
犠牲者（５０数名）

・大川小学校の悲劇、多くの小学生の
他にも近隣住民約２００名が死亡

・雄勝病院での多くの死者（入院患者
全員と医師・看護師をあわせて６４名）

北上支所
死者５０数名

大川小学校
近隣住民約２００名

雄勝病院
死者６４名

図３．６－１１ 本当の原因は？

対象とする災害（規模）は？
・Ｍ７クラスの宮城県沖地震？
・Ｍ８クラスの三陸地震津波？
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参考：悲劇の原因は？

津波高１２ｍ

津波高９ｍ

津波高１５ｍ

近隣住民約５０名が死亡

近隣住民約２００名が死亡

医師・看護師・入院患者６４名が死亡



図３．６－１２ ハザードマップについて（再掲）
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宮城県ハザードマップでは大川小学校は浸水範囲外で避難場所
（設定条件はＭ７クラスの宮城県沖地震）

設定条件が変われば答え（解析結果）は変わる。
設定条件を理解していないと想定外が起こる

大川小学校
多くの小学生が死亡

ハザードマップの
設定条件

（宮城県沖地震）
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（１）田老の敗北
（２）釜石の奇跡
（３）津波てんでんこ
（４）大川小学校の悲劇
（５）長周期地震動
※復興予算について

３．６ 東日本大震災での誤った教訓



図３．６－１３ 地震波の成分の比較（再掲）

築館（栗原市）

周期

１．０秒以上は阪神淡路の１／３
特殊な地震

・住宅の被害は少ない
・長周期も小さい
（継続時間が長く共振）

速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

栗原市の被害
・全壊５７棟
・死者 ０人

計測震度評価範囲

東日本大震災と阪神淡路大震災の比較
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（図３．４－４に同じ）

3秒～6秒



図３．６．１４ 南海トラフ地震レベル１での高層ビル
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（１）田老の敗北
（２）釜石の奇跡
（３）津波てんでんこ
（４）大川小学校の悲劇
（５）長周期地震動
※復興予算について

３．６ 東日本大震災での誤った教訓
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参考 復興予算について



参考 南三陸町・被災後（前出）
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参考 南三陸町の今（浸水範囲に住宅はない）

嵩上げて商店街
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参考 復興予算について

東日本大震災での復興予算は１０年間で約３０兆円
（原発対応を除く）
被災者は約５０万人（１人当り６０００万円）

南海トラフ地震では？
・被害者人数は？
・復興予算は？

南海トラフ地震に向けた事前対策



３．１ 地震の原因
３．２ 阪神淡路大震災
３．３ その他の主な直下地震の被害
３．４ 東日本大震災
３．５ 東日本大震災での首都圏の被害
３．６ 東日本大震災での誤った教訓
３．７ その他の主な海溝型地震での被害

219

３ 過去の地震災害に学ぶ
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



死者・行方不明者は約２万２千名

図３．７－２ ①１９８６年 明治三陸 Ｍ８．２～８．５
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－３ ②１９２３年 関東大震災 Ｍ７．９
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－４ ③１９３３年 昭和三陸 Ｍ８．１
死者行方不明者は約３千人。

宮古市田老

（図３．６－１に同じ）
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－５ ④１９４４年 東南海地震 Ｍ７．９

津気象台資料

死者・行方不明者 約１３００名



Ｍ７．９
津波は熊野灘沿岸（尾鷲など）で６～８ｍ
死者・行方不明者は約１，２００人

尾鷲市への津波襲来の様子

参考：津波シミュレーション（尾鷲市）
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－６ ⑤１９４６年 南海地震 Ｍ８．０
Ｍ８．０
津波は四国沿岸～紀伊半島南岸で４～６ｍ
死者・行方不明者は約１，３００人
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高知県ホームページより

図３．７－７ 南海地震後の地盤沈降
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－８ ⑥１９６０年 チリ地震 Ｍｗ９．５
Ｍ９．５
津波は全国に襲来、三陸で約５ｍ
死者・行方不明者は約１４０人
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－９ ⑦１９６４年 新潟地震 Ｍ７．５
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害
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図３．７－１０ ⑧１９７８年 宮城県沖 Ｍ７．４
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－１１ ⑨１９８３年 日本海中部 Ｍ７．７
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発生時期 名称 マグニチュード

①１８９６年 ６月 明治三陸 Ｍ８．２～８．５

②１９２３年 ９月 関東大震災 Ｍ７．９

③１９３３年 ３月 昭和三陸 Ｍ８．１

④１９４４年１２月 昭和東南海 Ｍ７．９

⑤１９４６年１２月 昭和南海 Ｍ８．０

⑥１９６０年 ４月 チリ地震 Ｍｗ９．５

⑦１９６４年 ６月 新潟 Ｍ７．５

⑧１９７８年 ５月 宮城県沖 Ｍ７．４

⑨１９８３年 ５月 日本海中部 Ｍ７．７

⑩１９９３年 ７月 北海道南西沖 Ｍ７．８

⑪２０１１年３月 東日本大震災 Ｍ８．４（Ｍｗ９．０）

図３．７－１ その他の主な海溝型地震の被害



図３．７－１２ ⑩１９９３年 北海道南西沖 Ｍ７．８



Ⅰ 防災の基礎知識
はじめに
１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：３０ 頃休憩



４．１ 地震の発生する場所
４．２ 首都圏の地震
４．３ 西日本の地震（直下地震）
４．４ 西日本の地震（南海トラフ地震）
４．５ その他の地域での地震
４．６ 対象とする地震と検討項目
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４ 対象とする地震



図４．１－１ 海溝型地震の発生する場所は？
（図３．４－１に同じ）
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図４．１－２ 日本の地震危険度（北・東日本）
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図４．１－２ 日本の地震危険度（西日本）



４．１ 地震の発生する場所
４．２ 首都圏の地震
４．３ 西日本の地震（直下地震）
４．４ 西日本の地震（南海トラフ地震）
４．５ その他の地域での地震
４．６ 対象とする地震と検討項目
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４ 対象とする地震



図４．２－１ 関東大震災 Ｍ７．９（１９２３年）



図４．２－２ 首都圏の地震 １／２

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

8.5

8.0

7.5

7.0

6.5

6.0

・Ｍ８～８．５の関東大震災は２００～４００年に１回。
➡１９２３年＋２００～４００年＝２１２３年～２３２３年（１００年以上先）

・関東大震災の間に、静穏期と活動期（直下地震）がある。

静穏期 活動期
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活動期静穏期

関東大震災の可能性は？



図４．２－３ 首都圏の地震 ２／２

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

8.5

8.0

7.5

7.0

6.5

6.0

活動期 活動期

250

・震度７クラスが約１０回
・震度６クラスは数え切れない



マグニチュード 発生回数

８クラス １回

７クラス １０回

６クラス １００回

①これから直下地震が徐々に増えて、
②マグニチュード７クラスが１０~３０年に１回繰り返し
③来世紀に関東大震災が起き
④直後に余震が頻発し、１０年程度で鎮静化する。

図４．２－４ 地震の大きさと発生回数

一般にマグニチュードが１小さいと発生回数は１０倍
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今後３０年にＭ７クラスの直下地震が発生する確率が７０％



都心南部直下

多摩西部
（立川断層）
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横浜直下

図４．２－５ いつ？どこで？どれぐらいの大きさで？

神奈川直下
（伊勢原断層帯）



253

図４．２－６ 都心南部直下地震（Ｍ７．３）

首都機能を襲う地震、可能性は？？
阪神淡路大震災と比べて被害規模は？

川崎市
約１５０万人
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図４．２－７ 首都圏の火力発電所は？
（図３．５－１と同様）



参考：電力融通（２０２１年現在）



参考：電力会社の発電能力（２０２３年現在）

電力会社 発電能力
（万ｋｗ）

北海道電力 ４４０

東北電力 １３５０

東京電力 ４０６０

中部電力 ２１４０

関西電力 １９９０

北陸電力 ３７９

中国電力 ７４０

四国電力 ５３０

九州電力 １０３０

沖縄電力 １５０

発電所 発電量
（万ＫＷ）

直江津 ２３８

広野 ４４０

常陸那珂 ２００

鹿嶋 ５６６

計 １，４４４

東京湾岸以外

＋
６０５（東北から）
２１０（中部から）

≒

２，２５５
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ガス・水道被害

ガス：
導管については地震計（ＳＩセンサー）により自動遮断される。
各戸でもマイコンメーターにより自動遮断されるため、ガス洩れ
による事故の可能性は低い。
地下に埋設されたガス管の被害調査と復旧には時間を要する。

水道：
地下に埋設された水道管の被害調査と復旧には時間を要する。

エレベータ被害

・エレベータは、概ね全台（数十万台）が非常停止
・エレベータ閉じ込めが多数発生し、先ず閉じ込め者救出を優先
（数日か）。
・エレベターの全面復旧は数週間を要すると思われる。

図４．２－８ ガス・水道・エレベータ被害（私見）
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【全域】
地震発生時は５強以上
で運行を停止し、安全
確認を行う。
【震度６弱の地域】
鉄道被害は軽微でも、
周辺住宅の倒壊などで
数日は運行できない
【震度６強の地域】
脱線事故も想定される。
高架橋の落下など大き
な被害を受け、復旧の
見込みが立たない。

図４．２－９ 鉄道被害（私見）



図４．２－１０ 交通規制（＋液状化被害）



首都高速５号池袋下り線のタンクローリー横転事故
2008年11月
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参考：道路状況（事故など）



項 目 被害概要

揺れ 都心付近で６強、広域に６弱

液状化 海抜５ｍ以下は液状化が広範囲に発生

電気 発電所被害で広域停電、復旧に数週間

通信 広域停電で数時間で停止、復旧に数週間

ガス 埋設管被害で長期に共用停止

上水道 埋設管被害で長期に共用停止

下水道 地下の排水管被害で使用停止

幹線道路 橋梁部で段差、応急復旧後も交通規制

生活道路 低地部は液状化被害、復旧まで長期間

鉄道 各地で脱線、長期に停止

港湾 岸壁やヤードに被害、アクセス路も被害

空港（羽田） 滑走路に液状化・沈下、アクセス路も被害

自衛隊 即日に行動開始

緊急消防援助隊 即日に行動開始

ボランティア 立上りは早いが、被災地到着には１週間程度

病院 停電・断水の状況で重傷者が殺到

学校 多くの避難者で教育再開の見込み立たず

図４．２－１１ 被害想定（私見）
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自分たちで想定
※被害の連鎖



高知県地震被害想定（２００６年）

参考 揺れ（建物倒壊）による死者数 １／３



高知市の死者率＝３５５／３３３，６２１≒０．１１％
南国市の死者率＝１９１／ ４９，９６５≒０．３８％

参考 揺れ（建物倒壊）による死者数 ２／３



参考 揺れ（建物倒壊）による死者数 ３／３

市町村 人口 建物棟数 全壊棟数 死者

高知市 ３３３，６２１ １１０，４９７ ７，５１６ ３５５

南国市 ４９，９６５ ４７，９４４ ３，１０１ １９１
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図４．２－１２ インフラなどの復旧の予測例

鉄道復旧は山手線より西は４週間、山手線より東は２ヵ月
鉄道が復旧した後、自社の建物・設備補修などに＋２週間
さらに、周辺の店舗再開に＋２週間
首都圏での通常業務再開までは西で２ヵ月、東で３ヵ月

項 目 都 心 郊 外

電気（停電） ２週間～１ヵ月 １週間～２週間

通信（携帯） ２週間～１ヵ月 １週間～２週間

水道（断水） １ヵ月 ２週間

ガス １ヵ月 ２週間

高速道路（規制） ２週間～１ヵ月 １週間

一般道（規制） １週間 １週間

鉄道（停止） ４週間～２ヵ月 ２週間～１ヵ月

病院（再開まで） ３日 １日

学校（再開まで） ２ヵ月～３ヵ月 １ヵ月
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図４．２－１２ インフラなどの復旧の予測例

鉄道復旧は山手線より西は４週間、山手線より東は２ヵ月
鉄道が復旧した後、自社の建物・設備補修などに＋２週間
さらに、周辺の店舗再開に＋２週間
首都圏での通常業務再開までは西で２ヵ月、東で３ヵ月

項 目 都 心 郊 外

電気（停電） ２週間～１ヵ月 １週間～２週間

通信（携帯） ２週間～１ヵ月 １週間～２週間

水道（断水） １ヵ月 ２週間

ガス １ヵ月 ２週間

高速道路（規制） ２週間～１ヵ月 １週間

一般道（規制） １週間 １週間

鉄道（停止） ４週間～２ヵ月 ２週間～１ヵ月

病院（再開まで） ３日 １日

学校（再開まで） ２ヵ月～３ヵ月 １ヵ月

被害の連鎖をイメージできるか
参謀（防災担当者）に必須の能力



社員を安全に速やかに家族の元に

・都心部の帰宅困難者を５００万人とする
・帰宅に使える幹線道路を１０本とすると１道路あたり５０万人
・車道は？歩道上は？沿道各所で大火災も
・それでも早く帰りたい人もいる

図４．２－１３ 見落としの例（帰宅問題とは？）
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飲食料が底をつく約１週間以内に住民を数百万人規
模で全国各地に移送する必要がある。

緊急物資輸配送を支える物流Ｎｅｔシステム
（一般社団法人・全国物流ネットワーク協会）

誰も経験したこと
が無い大規模災害

阪神淡路大震災では、小中学生２万人が疎開した。

疎開しないでも良い備えとは？

図４．２－１４ 見落としの例（疎開者は？）

都市直下地震や南海トラフ地震では？

関東大震災では、東京の人口約２５０万人の内、
約１００万人（４０％）が疎開した。



４．１ 地震の発生する場所
４．２ 首都圏の地震
４．３ 西日本の地震（直下地震）
４．４ 西日本の地震（南海トラフ地震）
４．５ その他の地域での地震
４．６ 対象とする地震と検討項目
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４ 対象とする地震



図４．３－１ 南海トラフ地震と直下地震



マグニチュード 発生回数

８クラス １回

７クラス １０回

６クラス １００回

①これから直下地震が徐々に増えて
②Ｍ７クラスの地震もたびたび発生
③ある日、南海トラフ地震が起き
※すでに前回の東海、南海地震から約８０年

④直後には余震が頻繁に繰り返し
⑤１０年程度で鎮静化する。

図４．３－２ 地震の大きさと発生回数イメージ

一般にマグニチュードが１小さいと、発生回数は１０倍

直下型：５０年で１０回
≒５年に１回
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阪神淡路大震災（１９９５年）以降の主な地震

Ｍ７以上が４～６回発生

図４．３－３ 西日本の直下地震
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図４．３－４ 猿投－高浜断層帯Ｍ７．６
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図４．３－５ 上町断層帯 Ｍ７．６
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４．１ 地震の発生する場所
４．２ 首都圏の地震
４．３ 西日本の地震（直下地震）
４．４ 西日本の地震（南海トラフ地震）
４．５ その他の地域での地震
４．６ 対象とする地震と検討項目
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４ 対象とする地震



図４．４－１ 海溝型地震の原因とレベル１、２
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※Ｍ９はＭ８．６の４倍のエネルギー

図４．４－２ 南海トラフのレベル１、２

高知県ホームページ（高知大学岡村眞特任教授） 277
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図４．４－３ 南海トラフ地震のレベルと目標



レベル１で対策・対応を検討 ＋ 念のための津波避難
279

図４．４－４ 南海トラフ地震のレベルと目標



図４．４－６ 南海トラフ巨大地震（レベル２）の津波高
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参考：関西のレベル２の津波高（津波避難の目標）
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参考：中部のレベル２の津波高（津波避難の目標）
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参考：関東のレベル２の津波高（津波避難の目標）
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１４７年

９０年

東海地震は？東南海地震から約７０年、余震ではなく本震に備えよ
次は 前回＋最短周期±多少の幅

１９４５ ＋ ９０ ±α ＝２０３５年±α＝あと１０年±α

大きめの東南海（安政型）？３連動（宝永型）？

図４．４－７ 過去の南海トラフ地震

東海・東南海・南海（＋日向灘?）

東海・東南海

南海
３２時間

小さ目の東南海

南海
２年

富士山の噴火

次は？いつ、どれぐらい？

９０年～１５０年間隔

全割れ

半割れ

半割れ



９０年

参考 全割れ、半割れ、一部割れ

１４７年
全割れ：Ｍ８．６

半割れ：Ｍ８．４、Ｍ８．４

半割れ：Ｍ８．０、Ｍ７．９

一部割れ（起きた事はない）

３２時間

２年間

全割れ

半割れ

半割れ



参考：半割れ（レベル２）の震度分布 １／２

この地図は、２０２３年３月４日放送のＮＨＫスペシャルのドラマ「南海
トラフ巨大地震」の想定の震度分布図です。

四国や近畿、それに九州の各地で震度７。南海トラフ地震のうち
西の「半割れ」の想定イメージ。Ｍ８．９（レベル２）です。



参考：半割れ（レベル２）の震度分布 ２／２

この地図は、２０２３年３月４日放送のＮＨＫスペシャルのドラマ「南海
トラフ巨大地震」の想定の震度分布図です。

愛知や静岡、三重で震度７。関東甲信や近畿も６強～６弱の揺れ。
太平洋側の人口密集地帯を巨大地震が「連発」する。
東の「半割れ」の想定イメージ。Ｍ８．９（レベル２）です。
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図４．４－３ 南海トラフ地震のレベルと目標

（再確認）
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東海地震の震度分布

東海・東南海地震の震度分布

東海・東南海・南海地震の震度分布
（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

Ｍ８．２

Ｍ８．４

Ｍ８．６

マグニチュードが０．２違うと
エネルギーは２倍

図４．４－８ 連動型とは（震度）

揺れが西に広がる
長い時間揺れる



290（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

図４．４－９ 連動型とは（津波高）



図４．４－１０ 南海トラフ地震レベル１の震度分布

山梨県でも震度６強

揺れによる被害が広範囲
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Ｍ８．６

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

図４．４－１１ 南海トラフ地震レベル１の津波高



図４．４－１２ 東海地震の津波ＣＧ（２００４年）
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参考：今後３０年間に南海トラフ地震が発生する確率（旧）

（地震調査研究推進本部HPより引用）

宝くじとは違う。日めくりカレンダーの残り枚数は何枚？
残り１枚かもしれないが・・
個人的には １９４５年＋９０年±α＝２０３５年±α

２００１年：約５０％

２０３１年：約９０％

２０１１年：約７３％

２０２１年：約８５％



東日本大震災

Ｍ９

Ｍ８．６？
（宝永型）

地震規模は１／４
被害規模は？

50分

揺れによる被害が大きい
津波被害も広範囲
到達時間が早い

南海トラフ地震

図４．４－１３ 南海トラフ（レベル１）と東日本大震災
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参考：電力会社の発電能力（２０２３年）

電力会社 発電能力
（万ｋｗ）

北海道電力 ４４０

東北電力 １３５０

東京電力 ４０６０

中部電力 ２１４０

関西電力 １９９０

北陸電力 ３７９

中国電力 ７４０

四国電力 ５３０

九州電力 １０３０

沖縄電力 １５０



図４．４－１４ 関西電力は？
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阪神淡路大震災で揺れが大きかった範囲に発電所はない

関西電力のホームページ資料に加筆



図４．４－１５ 中部電力は？
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図４．４－１６ 四国電力は？



参考：電力融通（２０２１年）・前出

× ×



項 目 被害概要

揺れ 山梨から四国まで広範囲に６強、６弱

津波 伊豆半島から宮崎県まで大きな津波

液状化 液状化が広範囲に発生

電気 四国、関西、中部で広域停電、復旧に数週間

通信 広域停電で数時間で停止、復旧に数週間

ガス 埋設管被害で長期に共用停止

上水道・下水道 埋設管被害で長期に共用停止

幹線道路 橋梁部で段差、応急復旧後も交通規制

生活道路 低地部は液状化被害、復旧まで長期間

鉄道 各地で脱線、長期に停止

港湾 岸壁やヤードに被害、アクセス路も被害

空港 滑走路に液状化・沈下、アクセス路も被害

自衛隊 津波警報発令で活動範囲が限定

緊急消防援助隊 津波警報発令で活動範囲が限定

ボランティア 被災範囲が広く、本格活動まで1ヵ月

病院 停電・断水で病院機能低下、重傷者が殺到

学校 多くの避難者で教育再開の見込み立たず

図４．４－１７ 南海トラフレベル１の被害想定（私見）
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自分たちで想定
※被害の連鎖
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図４．４－１８ 南海トラフ地震レベル１（大阪）



①緊急地震速報が発報、３０秒後に揺れ始める
②各自で自分の身を守る（各自、どこにいるか？（内勤、外勤））

大きな揺れが２～３分間継続（震度５強）
海溝型地震の様だ、途中で停電
外勤者は帰宅・帰社を自己判断。できれば帰社

③高層ビルは振幅４ｍ以上の大きな揺れ、中層のビルでは上層階で大きな被害
でガラスが落ちるビルもある。

④御堂筋から西側では随所で液状化が発生
⑤鉄道は全線緊急停止～停電で運行中止
⑥揺れが小さくなって動き出すことが可能になるが、余震が継続

声掛け（必要なら初動対応）、屋内で点呼等（来客も同様）
⑦大阪湾にも大津波警報（同報無線が繰り返し避難を呼びかけ）

※情報入手方法はラジオとスマホ
建物の安全性確認（目視）➡念のために２階以上で待機
大津波警報が出たため、市内は大混乱

⑧津波避難先では
各自、家族との連絡を試みる。
※停電のため５時間で基地局が停止する。

図４．４－１９ 地震発生直後の対応（大阪）
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１週目 ２週目 ３週目 ４週目 ５週目

電気 ×停電 △計画停電 〇 〇 〇

通信 ×停止 △通話規制 〇 〇 〇

鉄道 ×停止 ×停止 △一部不通 △一部不通 〇

幹線道路 ×▲通行止 △規制 〇渋滞 〇渋滞 〇

インフラの状況（関西）

電気 １週間は発電所被害のため広域停電、２週目から計画停電、３週目（２２日目）に
復電

通信 地震発生５時間後に基地局が停止、2週目に復旧するが通話規制
鉄道 地震発生とともに全域で一旦停止。安全確認、応急対策に２週間を要し、３週目

から徐々に回復する。2週間は電車を使った通勤や移動はできない。
幹線道路

×被害が大きく通行止め
▲応急対策後に緊急車両（消防、救急、警察、自衛隊車両）は通行可。
△２週目に支援車両も通行可
〇３週目には一般車両も通行可（渋滞）とする。

図４．４－２０ インフラの状況（大阪）
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図４．４－２１ 南海トラフ地震レベル１（名古屋）



①緊急地震速報が発報、３０秒後に揺れ始める
②各自で自分の身を守る（各自、どこにいるか？（内勤、外勤））

大きな揺れが２～３分間継続（震度６弱～６強）
海溝型地震の様だ、途中で停電
外勤者は帰宅・帰社を自己判断。できれば帰社

③高層ビルは振幅４ｍ以上の大きな揺れ、中層のビルでは上層階で大きな被害
でガラスが落ちるビルもある。

④名古屋駅付近は激しい液状化が発生
⑤鉄道は全線緊急停止～停電で運行中止
⑥揺れが小さくなって動き出すことが可能になるが、余震が継続

声掛け（必要なら初動対応）、屋内で点呼等（来客も同様）
⑦伊勢湾・三河湾にも大津波警報（同報無線が繰り返し避難を呼びかけ）

※情報入手方法はラジオとスマホ
建物の安全性確認（目視）➡念のために２階以上で待機
大津波警報が出たため、市内は大混乱

⑧津波避難先では
各自、家族との連絡を試みる。
※停電のため５時間で基地局が停止する。
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図４．４－２２ 地震発生直後の対応（名古屋）



１週目 ２週目 ３週目 ４週目 ５週目

電気 ×停電 ×公共のみ △計画停電 〇 〇

通信 ×停止 △通話規制 △通話規制 〇 〇

鉄道 ×停止 ×一部復旧 △部分開通 △部分開通 〇

幹線道路 ×▲通行止 △規制 〇渋滞 〇渋滞 〇

インフラの状況（中部）

電気 中部電力の発電所被害は大きいが、２週目に通信や鉄道などの公共向けは復旧、
３週目には半分以上が復旧し、計画停電になるとした。

通信 地震発生５時間後に基地局が停止、２週目に電力一部回復とともに復旧
鉄道 地震発生とともに全域で一旦停止。安全確認、応急対策に１週間を要し、２週目

から徐々に回復する。2週間は電車を使った通勤や移動はできない。
幹線道路

×被害が大きく通行止め
▲応急対策後に緊急車両（消防、救急、警察、自衛隊車両）は通行可。
△２週目に支援車両も通行可
〇３週目には一般車両も通行可（渋滞）とする。
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図４．４－２３ インフラの状況（名古屋）



図４．４－２４ 南海トラフ地震レベル１（東京）
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①緊急地震速報が発報、大阪・名古屋の放送局が大きな揺れに襲われる様子が
放映され、２分後に揺れ始める

②各自で自分の身を守る（どこにいるか（内勤？外勤？））
東日本大震災時と同様の大きな揺れが２～３分間継続（震度５弱）
海溝型地震の様だ、途中で停電
外勤者の帰宅・帰社は自己判断、できれば帰社（自宅の被害は小さい）

③高層ビルは振幅４ｍ程度の大きな揺れ、中層のビルでは上層階で大きな被害
でガラスが落ちるビルもある。

④低平地で液状化が発生。
⑤鉄道は全線緊急停止～停電で運行中止
⑥揺れが小さくなって動き出すことが可能になるが、まれに余震もある

声掛け・初動対応、屋内で点呼等（来客も同様）
⑦太平洋岸に大津波警報、相模湾に大津波警報、東京湾にも津波警報。

※情報入手方法はラジオとスマホ
⑧大規模火災がなければ屋内待機（東日本大震災の時と同様）

各自、家族との連絡を試みる
※停電のため５時間で基地局が停止する。

図４．４－２５ 地震発生直後の対応（東京）
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１週目 ２週目 ３週目 ４週目 ５週目

電気 ×～△ 〇 〇 〇 〇

通信 ×～△ 〇 〇 〇 〇

鉄道 ×～○ 〇 〇 〇

幹線道路 △～〇渋滞 〇渋滞 〇 〇 〇

インフラの状況（首都圏）

電気 ２日間は東京湾岸の発電所被害のため広域停電、３日目～１週間は計画停電、
２週目（８日目）に復電

通信 地震発生５時間後に基地局が停止、３日目には回復
本社（大阪）⇔東京のテレビ会議は大阪の停電の影響で8日目に復旧

鉄道 地震発生とともに全域で一旦停止。３日目には電力復旧とともにほとんどの路線が
運行を再開。

幹線道路
△地震発生後３日程度は交通規制
〇４日目には一般車両も通行可（ただし、渋滞）

図４．４－２６ インフラの状況（東京）
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図４．４－２７ 首都機能を早期回復して支援へ
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１～２日 ３～７日 ２週目 ３週目 ４週目 ５週目

１号、東名 × × × × × ◎渋滞

新東名 △ 〇大渋滞 ◎大渋滞 ◎大渋滞 ◎大渋滞 ◎渋滞

中央道 × × 〇 ◎渋滞 ◎渋滞 ◎

日本海ルート △ 〇渋滞 ◎渋滞 ◎ ◎ ◎

道路の状況

△：応急対策後、緊急車両（消防、警察、自衛隊等）は通行可
〇：緊急車両、支援車両は通行可
◎：一般車両も通行可、ただし渋滞が予想される

図４．４－２８ 主要道路の状況（私見）
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ある製造業（東海地方）
・目標復旧時間は地震発生後１０日？
・電力・水道が復旧しない、道路・交通も復旧しない。
⇒業務再開判断の後１０日

ある部品製造業（四国）
・業務の早期再開のため安否確認システムを導入したい。
・陸海空路ともに１ヶ月は止まる、早期再開は在庫の山。
・地域活動、被災社員支援に注力。
⇒早期再開のためではなく「被災社員支援のため」
⇒世界へ出荷している製品は代替生産か戦略的 在庫を。

ある食料流通
・コンビ二などに卸しているが、配慮すべきは？
⇒渋滞、車両やドライバー不足、物流センター要員不足
⇒地域への貢献が優先（避難所への提供など）

参考：南海トラフ地震での対応計画の例
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参考 復興予算について（再掲）

東日本大震災での復興予算は１０年間で約３０兆円
（原発対応を除く）
被災者は約５０万人（１人当り６０００万円）

南海トラフ地震では？
・被害者人数は？
・復興予算は？



４．１ 地震の発生する場所
４．２ 首都圏の地震
４．３ 西日本の地震（直下地震）
４．４ 西日本の地震（南海トラフ地震）
４．５ その他の地域での地震
４．６ 対象とする地震と検討項目
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４ 対象とする地震



図４．５－１ 海溝型地震の発生する場所は？（前出）
（図４．１－１に同じ）



図４．５－２ 日本の地震危険度（前出）
（図４．１－２に同じ）



４．１ 地震の発生する場所
４．２ 首都圏の地震
４．３ 西日本の地震（直下地震）
４．４ 西日本の地震（南海トラフ地震）
４．５ その他の地域での地震
４．６ 対象とする地震と検討項目
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４ 対象とする地震
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図４．６－１ 基本的な考え方

目標は
・６強：命と生産設備を守る（倒壊しない）
・６弱：生産機能も守る（被害軽微）

●必ず起こる海溝型地震
・南海トラフ地震（東京の震度は４～５弱）

→西日本の太平洋岸は大災害
・関東大震災は来世紀

●どこでも起こる直下地震
①自分たちに大きな被害がでる地震
②首都機能を直撃する都心南部直下地震



●揺れ・・近くの直下地震（震度６強）
・耐震対策、初動対応（家庭、地域も、職場も）

●都心南部直下地震など
・ＢＣＰ

●南海トラフ地震
➡支援、ＢＣＰ

図４．６－２ 対象とする地震（首都圏）
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図４．６－３ 検討項目と対象地震（首都圏）

検討項目 対象地震 備 考（目 安）

家庭の防災（予防、地域の初動） 近くの直下地震 震度６強（命を守る）

家庭の防災（備蓄：２週間分） 都心南部直下地震 停電、物流停止

職場の防災（予防、初動） 近くの直下地震 震度６強（命を守る）

ＢＣＰ（事業）・・被害が小さい場合 近くの直下地震 早期復旧

ＢＣＰ（事業）・・被害が大きい場合 都心南部直下地震 中核事業１ヶ月

広域対応（支援） 南海トラフなど

☆被害が大きい・・発電所被害による停電や物流被害が１～２週間程度と想定
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●揺れ・・近くの直下地震（震度６強）
・耐震対策、初動対応（家庭、地域も、職場も）
➡全国どこでも

●津波（南海トラフ・レベル１）
・ＢＣＰ
➡人命、財産の保護、地域経済の確保

●津波（南海トラフ・レベル２）
・念のための津波避難（できるだけ高いところへ）

●首都直下地震
・支援、ＢＣＰ

図４．６－４ 対象とする地震（西日本）
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検討項目 対象地震 備 考（目 安）

家庭の防災（予防、地域の初動） 近くの直下地震 震度６強（命を守る）

家庭の防災（備蓄：２週間分） 南海トラフレベル１ ２週間分以上

職場の防災（予防、初動） 近くの直下地震 震度６強（命を守る）

ＢＣＰ（事業）・・被害範囲が狭い 近くの直下地震 早期復旧

ＢＣＰ（事業）・・被害が広範囲 南海トラフレベル１ 中核事業１ヶ月

広域対応（沿岸部への支援） 南海トラフ地震

広域対応（首都圏への支援） 都心直下地震など

☆津波浸水域では家庭の防災や職場の防災に「津波避難」が必要
☆被害が広範囲・・発電所が１週間停止と仮定
☆広域対応（沿岸部への支援）・・津波がなく、震度５強以下の地域は広域支援へ
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図４．６－５ 検討項目と対象地震（西日本）



●揺れ・・直下地震（震度６強）
・全国どこでも
➡耐震対策、初動対応（家庭、地域も、職場も）

●津波（その地域で対象とする津波があれば）
・レベル１でＢＣＰを検討
➡人命、財産の保護、地域経済の確保

・レベル２で念のための津波避難高

●首都直下地震や南海トラフ地震（➡支援）

図４．６－６ 対象とする地震（その他の地域）
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検討項目 対象地震 備 考（目 安）

家庭の防災（予防、地域の初動） 近くの直下地震 震度６強（命を守る）

家庭の防災（備蓄：２週間分） おおきな海溝型地震 ２週間分以上

職場の防災（予防、初動） 近くの直下地震 震度６強（命を守る）

ＢＣＰ（事業）・・被害範囲が狭い 近くの直下地震 早期復旧

ＢＣＰ（事業）・・被害が広範囲 大きな海溝型地震 中核事業１ヶ月

広域対応（沿岸部への支援） 大きな海溝型地震

広域対応（遠方への支援） 南海トラフ、都心直下

☆津波浸水域では家庭の防災や職場の防災に「津波避難」が必要
☆被害が広範囲・・発電所が１週間停止と仮定
☆広域対応（沿岸部への支援）・・津波がなく、震度５強以下の地域は沿岸支援へ
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図４．６－７ 検討項目と対象地震（その他の地域）
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